
 

 

                        

    

平成平成平成平成２２２２６６６６年度年度年度年度当初当初当初当初予算予算予算予算のののの概要概要概要概要    

    

    

ⅠⅠⅠⅠ    平成平成平成平成２２２２６６６６年度予算編成年度予算編成年度予算編成年度予算編成のののの基本的基本的基本的基本的方針方針方針方針    

 

平成２６年度は香美町総合計画後期基本計画の３年目を迎え、これまでの取り組

みを評価しながら、計画の基本的考え方を踏まえ、住民と行政の協働により、基本

理念に基づいたまちづくりを着実に推進させることを念頭に、予算編成に取り組ん

だところである。 

平成２５年度から平成２７年度までの３年間は、学校耐震化を始めとする大型事

業を予定している一方で、平成２８年度以降は、行財政運営に大きな役割を果たし

ている普通交付税が、合併算定替の制度に基づき段階的に減少していくことを踏ま

え、公債費が健全な財政運営を阻害することがないよう、起債の繰上償還を行い、

加えて歳出の重点化と歳入の確保に配慮することで、財政基盤の充実、強化への対

応を明確にするものである。 

予算編成における基本的な考え方は「香美町総合計画」、「香美町過疎地域自立

促進計画」、「財政運営に関する基本方針（平成26年度～平成27年度）」を踏ま

えたものとし、最小の経費で最大の効果を狙いつつ、公約の実現に向けて次の７項

目を中心に可能な限りの政策展開を図るものである。 

 

①①①①    産業産業産業産業・・・・観光観光観光観光のののの振興振興振興振興    ～～～～観光産業観光産業観光産業観光産業をををを基軸基軸基軸基軸としたとしたとしたとした産業連携産業連携産業連携産業連携    

②②②②    町内町内町内町内のののの活性化活性化活性化活性化    ～～～～地域内循環型経済地域内循環型経済地域内循環型経済地域内循環型経済へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ    

③③③③    新分野新分野新分野新分野へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ    ～～～～次世代次世代次世代次世代エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー対策対策対策対策    

④④④④    医療医療医療医療・・・・福祉福祉福祉福祉のののの充実充実充実充実    ～～～～医師確保医師確保医師確保医師確保とととと子子子子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援サービスのサービスのサービスのサービスの充実充実充実充実    

⑤⑤⑤⑤    防災防災防災防災のののの強化強化強化強化    ～～～～防災行政無線整備防災行政無線整備防災行政無線整備防災行政無線整備・・・・学校耐震化学校耐震化学校耐震化学校耐震化のののの推進推進推進推進    

⑥⑥⑥⑥    交通交通交通交通のののの確保確保確保確保    ～～～～地域公共交通地域公共交通地域公共交通地域公共交通のののの確保確保確保確保    

⑦⑦⑦⑦    教育教育教育教育のののの充実充実充実充実    ～～～～小規模校小規模校小規模校小規模校のののの教育的課題教育的課題教育的課題教育的課題へのへのへのへの取取取取りりりり組組組組みみみみ    

 



 

 

ⅡⅡⅡⅡ    平成平成平成平成２２２２６６６６年度年度年度年度当初当初当初当初予算予算予算予算のののの状況状況状況状況    

 

１１１１    全会計予算全会計予算全会計予算全会計予算についてについてについてについて    

    

（１）一般会計の予算額は１３８億７，６００万円で、前年度の１３１億８，５

００万円に比べると、６億９，１００万円、率にして５．２％の増となる。 

   増額となる主な要因は、北但ごみ処理施設整備事業の本格化（北但行政事

務組合負担金の増加）、香住第一中学校整備事業など学校耐震化の継続実施、

起債の繰上償還による公債費の増（約５億円）などによるものである。 

 

（２）８特別会計の予算総額は５３億８，６２５万７千円で、前年度の５３億９

０２万１千円に比べると、７，７２３万６千円、率にして１．５％の増とな

る。 

増額となる主な要因は、保険給付費の増加による介護保険事業特別会計な

どによるものである。 

 

（３）３企業会計の予算総額は５６億６，８４９万８千円で、前年度の４９億７

，０４７万２千円に比べると、６億９，８０２万６千円、率にして１４．０

％の増となる。 

増額となる主な要因は、制度改正により減価償却費が増加した下水道事業

企業会計などによるものである。 

 

（４）その結果、全会計の予算総額は２４９億３，０７５万５千円となり、前年

度の２３４億６，４４９万３千円に比べると、１４億６，６２６万２千円、

率にして６．２％の増となる。 

 (単位 千円、％) 

会 計 平成２６年度 平成２５年度 比較増減(千円) 比較増減(％) 

一 般 会 計 (1) 13,876,000 13,185,000 691,000       5.2 

特 別 会 計 (8) 5,386,257 5,309,021 77,236  1.5  

企 業 会 計 (3) 5,668,498 4,970,472 698,026      14.0 

計 24,930,755 23,464,493 1,466,262       6.2 

 



 

 

２２２２    一般会計一般会計一般会計一般会計についてについてについてについて    

 

（１）予算総額 

 

一般会計の予算額は１３８億７，６００万円で、前年度の１３１億８，５

００万円に比べると、６億９，１００万円、率にして５．２％の増となる。 

   増額となる主な要因は、北但ごみ処理施設整備事業の本格化（北但行政事

務組合負担金の増加）、香住第一中学校整備事業など学校耐震化の継続実施、

起債の繰上償還による公債費の増（約５億円）などによるものである。 

  

（２）歳入 

 

ア 一般財源である町税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式

等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車

取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金の

合計額は、８６億３２６万８千円で、前年度の８５億９，３７８万９千円

に比べると、９４７万９千円、率にして０．１％の増を見込んでいる。 

 

イ そのうち町税は、１７億７，１２２万８千円で、前年度の１７億５，３

７４万９千円に比べると、１，７４７万９千円、率にして１．０％の増を

見込んでいる。 

増収の主な要因は、町民税で２，２３０万円、３．６％の増である。 

 

ウ 普通地方交付税は、５９億３，４００万円で、前年度の５９億４，４０

０万円に比べると、△１，０００万円、率にして△０．２％の減となり、

２５年度決算見込額６０億７，５０７万２千円に比べると、△１億４，１

０７万２千円、率にして△２．３％の減となる。 

また、普通地方交付税の振替分として発行する臨時財政対策債は、４億

６，４００万円で、２５年度決算見込額の５億１，５７３万７千円に比べ

ると、△５，１７３万７千円、率にして△１０．０％の減を見込んでおり、

普通地方交付税と臨時財政対策債の合計額は６３億９，８００万円となり、

２５年度決算見込額の６５億９，０８０万９千円に比べると、△１億９，

２８０万９千円、率にして△２．９％の減となる見込みである。 

 

エ 特別地方交付税は、前年度と同額の５億３，１００万円を見込んでいる。 

 

オ 国県支出金は、１５億３，７３１万３千円で、前年度の１５億２，８６

２万７千円に比べると、８６８万６千円、率にして０．６％の増を見込ん

でいる。 

増額の主な要因は、臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金に関

する補助金、地域人づくり事業費委託金の皆増などによるものである。 

 



 

 

カ 繰入金は、５億９，２６４万５千円で、前年度の３，２９１万７千円に

比べると、５億５，９７２万８千円、率にして１，７００．４％の増を見

込んでいる。 

増額の主な要因は、起債の繰上償還の財源とするために減債基金から約

４億８，０００万円、財政調整基金から２，０００万円の合計約５億円を

繰入れすることによるものである。 

 

キ 地方債は、２３億６，１９０万円で、前年度の２２億９，１４０万円に

比べると、７，０５０万円、率にして３．１％の増を見込んでいる。 

増額の主な要因は、前年度に比べて、北但ごみ処理施設整備事業で３億

９２０万円の増、香住第一中学校整備事業で４億２，８９０万円の増とな

ったことなどによるものである。 

なお、２６年度は、小学校体育館の耐震化事業などの新規事業を含む建

設事業の財源として１７億６，３１０万円、過疎対策事業債を活用したソ

フト事業で１億３，４８０万円、普通交付税の振替分として臨時財政対策

債４億６，４００万円の発行を予定している。 

 

   ク その他、使用料及び手数料は、公営住宅使用料△１９４万９千円の減な

どにより１億５，２０４万３千円で、前年度の１億５，７４４万１千円に

比べると、△５３９万８千円、率にして△３．４％の減となっている。 

諸収入は、過年度住宅火災共済給付金受入金１，８４０万円の皆増など

により４億２，８３４万６千円で、前年度の４億１，００２万５千円に比

べると、１，８３２万１千円、率にして４．５％の増を見込んでいる。 

 

（３）歳出 

 

ア 人件費は、２０億３１７万８千円（職員（特別職４，４１３万１千円、

一般職等１７億４，６４３万５千円）、議員７，９９４万７千円、委員報

酬等１億３，２６６万５千円）であり、前年度の２０億７，２４５万９千

円に比べると、△６，９２８万１千円、率にして△３．３％の減を見込ん

でいる。 
  減額の主な要因は、職員退職加算納付金で△２，０００万円の減、一般

職給料、手当、共済費等で△約１，０００万円の減、また、参議院議員選

挙、県知事選挙、町長・町議会議員選挙の従事者報酬などの皆減により特

別職の報酬で△約１，２００万円の減となったことなどである。 
 
イ 物件費は、予算額１８億７４６万５千円で、前年度の１７億８，２５２

万２千円に比べると、２，４９４万３千円、率にして１．４％の増を見込

んでいる。 

増額の主な要因は、一般廃棄物運搬・処理業務委託料で約６，０００万

円の増などである。 

 



 

 

   ウ 扶助費は、予算額１０億６，１１３万１千円で、前年度の１０億７，０

９４万１千円に比べると、△９８１万円、率にして△０．９％の減を見込

んでいる。 

減額の主な要因は、こども医療費扶助費が約１，７００万円の増である

一方で、児童手当が△約１，８００万円の減、民間保育所運営費補助金が

△約８００万円の減となっている。 

 

エ 補助費等は、予算額２５億７，１９３万５千円で、前年度の２３億９，

６８８万１千円に比べると、１億７，５０５万４千円、率にして７．３％

の増を見込んでいる。 

増額の主な要因は、臨時福祉給付金５，６３０万円及び子育て世帯臨時

特例給付金１，８７６万円の皆増、森林管理１００％作戦推進事業費補助

金で約２，３００万円の増などである。 

 

オ  普通建設事業費は、予算額２３億８，１４８万円で、前年度の２２億３，

６３５万５千円に比べると、１億４，５１２万５千円、率にして６．５％

の増を見込んでいる。 

  なお、２６年度は北但ごみ処理施設整備事業、町道新設改良事業、防災

行政無線整備事業、小学校体育館の耐震化事業、村岡小学校整備事業、香

住第一中学校整備事業などの実施を予定している。 

     

カ 公債費は、２４億８，２５４万８千円で、前年度の２０億４，４８２万

６千円に比べると、４億３，７７２万２千円、率にして２１．４％の増を

見込んでいる。 

  増額の主な要因は、５億３９万５千円の繰上償還分である。なお、通常

の元利償還分は△約６，３００万円の減となっている。 

 

キ 積立金は、１億６，３８５万４千円で、前年度の１億１，０６６万５千

円に比べると、５，３１８万９千円、率にして４８．１％の増を見込んで

いる。 

  増額の主な要因は、借入超過となる起債の財政負担に対する対応として

約１億円を減債基金へ積み立てることによるものである。 

 

ク 繰出金は、８億９，４４６万３千円で、前年度の８億７，６１４万２千

円に比べると、１，８３２万１千円、率にして２．１％の増を見込んでい

る。 

増額の主な要因は、介護保険事業特別会計に対する繰出金約１，８００

万円の増などである。 



 

 

 

（４）基金残高の状況 

 

    基金のうち、財政調整基金の残高は、２５年度末では、２０億１，８２６

万円の見込みであり、２６年度末では、２０億１，７００万９千円（２５年

度決算剰余金積立見込額５，０００万円を含む）と見込んでいる。 

    減債基金の残高は、２５年度末では、３億８，０２６万２千円の見込みで

ある。また、２６年度予算では、借入超過となる起債の財政負担に対する対

応として約１億円を積み立てるとともに、約５億円の起債の繰上償還の財源

として約４億８，０００万円を取崩すことにより、２６年度末残高を４２８

万１千円と見込んでいる。 

                               (単位 千円) 

基 金 25 年度末現在高 25 年度決算積立額 26 年度積立額 26 年度取崩額 26 年度末見込額 

財政調整基金 2,018,260  50,000    29,783 81,034  2,017,009 

減 債 基 金   380,262        0   104,767 480,748          4,281 

計 2,398,522 50,000 134,550 561,782 2,021,290 

 

（５）地方債残高の状況 

 

ア 一般会計における２５年度末現在高は１８８億６３６万３千円で、２６

年度の発行額を２３億６，１９０万円とし、元金償還額は２２億７２２万

９千円であるので、２６年度末現在高は、２５年度末現在高に比べると、

１億５，４６７万１千円増の１８９億６，１０３万４千円になると見込ん

でいる。 

 

イ 全会計における２５年度末現在高は３９２億１，８５７万５千円で、２

６年度の発行額を２９億４，７３０万円とし、元金償還額は３５億８，２

９９万１千円であるので、２６年度末現在高は、２５年度末現在高に比べ

ると△６億３，５６９万１千円減の３８５億８，２８８万４千円になると

見込んでいる。 

なお、住民一人当たりの地方債残高（全会計）は、２６年度末では、約

１９４万５千円（一般会計では、約９５万６千円）となる。（平成26年

２月１日現在の人口19,836人を基に算出） 

                                (単位 千円) 

会 計 25 年度末現在高 26 年度発行額 26 年度償還額 26 年度末見込額 

一 般 会 計 18,806,363 2,361,900 2,207,229 18,961,034 

特 別 会 計 57,412 0 7,384 50,028 

企 業 会 計 20,354,800 585,400 1,368,378 19,571,822 

計 39,218,575 2,947,300 3,582,991 38,582,884 

 


